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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第65期

第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

営業収益 (千円) 14,407,770 14,802,863 18,737,997

経常利益 (千円) 650,222 638,636 612,130

四半期(当期)純利益 (千円) 389,522 404,080 358,307

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 618,355 455,018 414,041

純資産額 (千円) 4,179,830 4,288,451 3,989,367

総資産額 (千円) 9,923,814 10,979,715 9,992,613

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 41.50 43.06 38.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.1 39.1 39.9
 

 

回次
第65期

第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.11 14.88
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日～平成26年12月31日)におけるわが国経済は、雇用環境・企業収益

等の改善により自律的回復基調の動きが続いているものの、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動に加え天候

不順、円安に伴う物価上昇等から個人消費が盛り上がりに欠けた景況となっております。

　海外においては、米国は引き続き緩やかに成長しているものの、欧州はデフレ懸念が台頭、中国は経済の成長

ペースが鈍化、アジア諸国でも景気減速懸念が継続しました。

　かかる環境下、当第３四半期連結累計期間における物流業界におきましては、アジア、米国及び欧州からの輸入

は、総じておおむね横ばいとなりました。輸出に関しても横ばいで推移しました。

　その中で当社取扱いの大きな部分を占める食品の輸入は、畜産物は豚肉、鶏肉を中心に増加したものの、水産物

および果実・野菜等については減少となりました。

　また、鋼材の国内物流取扱いにおいては堅調に推移しました。

　このような状況の中、当企業集団は「『ありがとう』にありがとう」のコーポレートフィロソフィーの下で、今

年度を初年度とする３ヶ年間の第５次中期経営計画「新たな成長に向けて」に基づき、その各施策一つひとつに取

り組んでおります。

　その結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は、前年同期間比２．７％増の14,802,863千円となりま

した。経常利益は前年同期間比１．８％減の638,636千円となったものの、四半期純利益は前年同期間比３．７％増

の404,080千円となりました。

セグメント別の営業状況は、次のとおりであります。

[港湾運送事業および港湾付帯事業]

　港湾運送事業は、港湾施設使用料収入およびコンテナ運送料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比

１．０％増の7,385,857千円となりました。

　陸上運送事業は、コンテナ運送料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比０．３％増の2,569,159千円

となりました。

　倉庫業は、入出庫作業料収入および保管料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比１２．３％増の

2,920,590千円となりました。

　通関業は、輸入申告料収入が増加した一方、輸入食品衛生検査料収入が減少したため、営業収益は前年同期

間比２．２％減の1,654,423千円となりました。

　この結果、港湾運送事業および港湾付帯事業の営業収益は前年同期間比２．６％増の14,530,030千円とな

り、セグメント利益は前年同期間比ほぼ横ばいの1,188,162千円となりました。
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[その他事業]

　その他事業は、不動産付帯収入が増加したため、営業収益は前年同期間比１３．７％増の272,832千円となっ

たものの修繕費が増加したため、セグメント利益は前年同期間比３４．１％減の9,495千円となりました。

 

セグメント別営業収益

区分

前第３四半期連結累計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

当第３四半期連結累計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

前年同期間比

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

港湾運送事業及び
港湾付帯事業

14,167,902 98.3 14,530,030 98.2 362,128 2.6

港湾運送事業 7,312,574 50.7 7,385,857 49.9 73,283 1.0

陸上運送事業 2,562,169 17.8 2,569,159 17.4 6,989 0.3

倉庫業 2,601,661 18.1 2,920,590 19.7 318,929 12.3

通関業 1,691,496 11.7 1,654,423 11.2 △37,073 △2.2

その他事業       

その他事業 239,868 1.7 272,832 1.8 32,964 13.7

合計 14,407,770 100.0 14,802,863 100.0 395,092 2.7
 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）財政状態の分析

（総　資　産）

　当第3四半期連結会計期間末における総資産は10,979,715千円となり、前連結会計年度に比べ987,101千円増

加いたしました。主な要因は現金及び預金が252,888千円減少したものの、受取手形及び営業未収入金が

550,338千円、関税等立替金他（流動資産・その他）が157,503千円、建物及び構築物が345,426千円、機械装置

及び運搬具が157,207千円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（負　　　債）

　当第3四半期連結会計期間末における負債は6,691,264千円となり、前連結会計年度に比べ688,017千円増加い

たしました。主な要因は未払法人税等が132,814千円、賞与引当金が127,240千円減少したものの、支払手形及

び営業未払金が292,090千円、未払金他（流動負債・その他）が316,352千円、短期および長期借入金が232,506

千円、退職給付に係る負債が98,666千円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（純　資　産）

　当第3四半期連結会計期間末における純資産は4,288,451千円となり、前連結会計年度に比べ299,084千円増加

いたしました。主な要因は利益剰余金が248,260千円、その他有価証券評価差額金が18,061千円、退職給付に係

る調整累計額が31,626千円それぞれ増加したことによるものであります。

　

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
東京証券取引所

JASDAQ
（スタンダード）

単元株式数は1,000
株　　であります。

計 9,389,000 9,389,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

　　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

　　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 625,295
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,381,000
9,381 ―

単元未満株式
普通株式

4,000
― ―

発行済株式総数 9,389,000 ― ―

総株主の議決権 ― 9,381 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
大東港運株式会社

東京都港区芝浦4-6-8 4,000 ― 4,000 0.0

計 ― 4,000 ― 4,000 0.0
 

 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,583,858 1,330,970

  受取手形及び営業未収入金 2,741,953 3,292,291

  たな卸資産 240,115 244,014

  前払費用 41,202 77,061

  繰延税金資産 118,607 58,961

  その他 245,018 402,521

  貸倒引当金 △17,899 △22,180

  流動資産合計 4,952,855 5,383,640

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 381,986 727,413

   機械装置及び運搬具（純額） 4,296 161,504

   土地 2,267,637 2,275,956

   リース資産（純額） 72,104 82,918

   その他（純額） 50,693 51,696

   有形固定資産合計 2,776,719 3,299,489

  無形固定資産 392,926 313,646

  投資その他の資産   

   投資有価証券 729,349 778,371

   破産更生債権等 65,297 63,797

   繰延税金資産 324,877 351,604

   その他 813,920 850,993

   貸倒引当金 △63,333 △61,828

   投資その他の資産合計 1,870,113 1,982,938

  固定資産合計 5,039,758 5,596,074

 資産合計 9,992,613 10,979,715
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 1,596,446 1,888,536

  短期借入金 656,992 663,992

  未払法人税等 195,338 62,524

  賞与引当金 248,699 121,458

  その他 390,404 706,757

  流動負債合計 3,087,880 3,443,269

 固定負債   

  長期借入金 1,489,191 1,714,697

  再評価に係る繰延税金負債 187,701 187,701

  役員退職慰労引当金 3,308 3,884

  退職給付に係る負債 1,056,185 1,154,851

  長期未払金 77,240 77,240

  その他 101,738 109,620

  固定負債合計 2,915,365 3,247,995

 負債合計 6,003,246 6,691,264

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 856,050 856,050

  資本剰余金 625,295 625,295

  利益剰余金 2,351,667 2,599,927

  自己株式 △1,300 △1,414

  株主資本合計 3,831,712 4,079,858

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 97,555 115,617

  土地再評価差額金 29,849 29,849

  為替換算調整勘定 16,399 17,649

  退職給付に係る調整累計額 13,850 45,477

  その他の包括利益累計額合計 157,655 208,593

 純資産合計 3,989,367 4,288,451

負債純資産合計 9,992,613 10,979,715
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

営業収益 14,407,770 14,802,863

営業原価 11,194,759 11,570,826

営業総利益 3,213,011 3,232,037

販売費及び一般管理費 2,564,267 2,607,084

営業利益 648,744 624,952

営業外収益   

 受取利息 3,373 3,587

 受取配当金 7,368 9,726

 受取保険金 559 3,118

 受取地代家賃 4,647 4,715

 有価証券償還益 834 8,676

 その他 11,294 9,040

 営業外収益合計 28,078 38,865

営業外費用   

 支払利息 22,018 23,921

 複合金融商品評価損 4,264 1,245

 その他 316 14

 営業外費用合計 26,599 25,181

経常利益 650,222 638,636

特別利益   

 固定資産売却益 124 299

 投資有価証券売却益 6,420 797

 特別利益合計 6,545 1,097

特別損失   

 固定資産除却損 1,627 509

 特別損失合計 1,627 509

税金等調整前四半期純利益 655,140 639,224

法人税、住民税及び事業税 227,109 186,557

法人税等調整額 38,509 48,586

法人税等合計 265,618 235,143

少数株主損益調整前四半期純利益 389,522 404,080

四半期純利益 389,522 404,080
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 389,522 404,080

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 222,231 18,061

 為替換算調整勘定 6,601 1,249

 退職給付に係る調整額 ― 31,626

 その他の包括利益合計 228,833 50,937

四半期包括利益 618,355 455,018

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 618,355 455,018

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が125,447千円増加し、利益剰余金が81,553

千円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　　　該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

　　　該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 158,702千円 159,904千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月17日
取締役会

普通株式 65,700 7.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月16日
取締役会

普通株式 75,079 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送事業及
び港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益      

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

14,167,902 239,868 14,407,770 ― 14,407,770

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 48,670 48,670 △48,670 ―

計 14,167,902 288,539 14,456,441 △48,670 14,407,770

セグメント利益 1,213,502 14,411 1,227,914 △579,170 648,744
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、全社費用579,170千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送事業及
び港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益      

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

14,530,030 272,832 14,802,863 ― 14,802,863

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 55,257 55,257 △55,257 ―

計 14,530,030 328,090 14,858,121 △55,257 14,802,863

セグメント利益 1,188,162 9,495 1,197,658 △572,706 624,952
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、全社費用572,706千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、報告セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

　当該変更による影響額は軽微であります。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 41円50銭 43円06銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(千円) 389,522 404,080

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 389,522 404,080

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,385,456 9,384,538
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

大東港運株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   湯　浅　信　好   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   有　川　　　勉   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東港運株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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